令和8年10月16日

広域行政ご担当者様
愛知大学三遠南信地域連携研究センター
センター長　戸田敏行


第2回県境を越えた自治体間の連携に関するアンケート調査　ご協力のお願い


拝啓　時下ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。
ご承知のように県境地域は地理・歴史の一体性を持ちながらも県境によって行政区域が区分されるために、広域的な地域づくりが困難だといわれています。現在、日本における667の自治体が県境に接しており、これらの「県境自治体」では経済活動や自然環境保全、医療、防災などへの対応に県境を跨いだ連携が求められています。実際に全国の各県境自治体では、県境を跨いで他の自治体と連携した取り組み「県境を越えた連携事業」が実施されています。
今後、全国の県境地域で県境を越えた連携を促進するためには、これまでに実施された「県境を越えた連携事業」や「県境を越えた自治体間の連携（会議、交流活動）」の実態把握と連携による効果や課題を集約し整理した上で、将来的な県境を越えた連携の促進に向けて政策手法の開発や立案、財政援助や人的支援について検討の必要があると考えられます。
愛知大学三遠南信地域連携研究センターは、愛知県東三河地域、静岡県遠州地域、長野県南信州地域で構成される「三遠南信地域」を対象にこれまで「行政境界を跨いだ三遠南信地域に関する研究」を実施しておりますが、平成25年度より6年間、文部科学省「共同利用・共同研究拠点」制度において、国内外の越境地域の政策研究を進める「越境地域政策研究拠点」に認定され、引き続き全国の県境地域の行政機関や研究機関と連携して共同研究を実施しております。
このような背景から、平成25年11月に全国の県境に接する667の自治体の皆様を対象に、「第1回県境を越えた自治体間の連携に関するアンケート調査」を実施いたしました。その後13年が経過し、人口減少等は一層の激しさを見せており、自治体の抱える課題も変化してきたことと推測されます。こうした状況から今回、「第2回県境を越えた自治体間の連携に関するアンケート調査」を実施し、県境を越えた自治体間の連携事業の実態から、県境を越える広域連携の必要性を提言していきたいと考えております。
ご多忙中まことに恐縮に存じますが、本調査の趣旨をご理解いただきアンケート調査へのご協力をお願い申し上げます。
敬具





＜アンケート調査について＞
	
1. 本アンケートで対象とする「県境を越えた連携事業」とは、「県境自治体」が県境を跨がって他の自治体と共同で実施した事業と定義しています。

2. 「県境自治体」とは、市（区）町村界が都道府県界に接している自治体及び橋やトンネル等の土木構造物で他県と繋がっている自治体と定義しています。

3. 調査項目②、調査項目③、調査項目④で、連携事業や取り組みが多く調査票が不足した場合には、別紙の予備調査票にご回答ください。予備調査票も不足した場合には、お手数ですが調査票を複写した上でご回答ください。

4. 選択肢より選ぶ設問については、該当する番号を○で囲んでください。また、「その他」の項目を選んだ場合には、カッコ内に説明をご記入ください。

5. 客観的な回答が困難と考えられる設問もございますので、回答は担当者の主観にもとづくものをご記入ください。

6. ご回答いただいた内容は、調査目的に沿った分析にのみ使用させていただき、本調査にかかる個別の調査票を公開することはありません。




ご記入いただいた本アンケート票は、同封の返送用封筒で令和8年11月10日（火)までにご送付下さいますようお願い申し上げます。

データでご回答いただく場合は、下記アドレス三遠南信地域連携研究センターHP内の「アンケート調査ページ」にアクセスしていただき、Wordファイルをダウンロードの上、ご回答ください。なお、ご入力いただいたアンケート票データは下記メールアドレスまでご送信ください。
【「第2回県境を越えた自治体間の連携に関するアンケート調査」ページ】
　◎調査ページアドレス　https://edu.aichi-u.ac.jp/san-en/info/1663
◎回答の返信先メールアドレス　sen-center@ml.aichi-u.ac.jp 

	※本調査に関する問い合わせ先
愛知大学三遠南信地域連携研究センター　
〒441-8522　愛知県豊橋市町畑町1-1　 
TEL：0532-47-4157　　FAX：0532-47-4576
E-mail：sen-center@ml.aichi-u.ac.jp または tsuzuki@vega.aichi-u.ac.jp
担当者：研究員　鈴木伴季、事務　河合京子




1/5
	
調査項目①　県境を越えた連携事業に関する質問



問．貴自治体では現在までに（令和8年10月時点）、県境地域を対象として、どのような分野で「県境を越えた連携事業」に取り組んだ実績、もしくは「県境を越えた連携事業」の必要性を感じていますか。AからHの分野に記入されている連携事業内容ごとに、現在までの状況についてお答えください。尚、「①現在、何らかの事業に取り組んでいる」「②過去、取り組んでいたが、現在は取り組んでいない」を選択された場合は、次ページの調査項目②にこれまでの事業・取り組みの内容についてご記入ください。また、「③現在まで取り組んでいないが、必要性を感じている」を選択された場合は、3ページ目の調査項目③に必要性を感じている連携事業の内容についてご記入ください。
	分野
	連携事業内容
	現在までの取り組みの状況について一つお選び下さい
①現在、何らかの事業に取り組んでいる
②過去、取り組んでいたが、現在は取り組んでいない
③現在まで取り組んでいないが、必要性を感じている
④取り組む予定はない
	分野
	連携事業内容
	現在までの取り組みの状況について一つお選び下さい
①現在、何らかの事業に取り組んでいる
②過去、取り組んでいたが、現在は取り組んでいない
③現在まで取り組んでいないが、必要性を感じている
④取り組み予定はない

	Ａ．地域基盤整備分野
	A-1.道路整備に関する連携事業
（国道、県道等の整備促進など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	Ｄ．環境分野
	D-3.ごみ廃棄物処理に関する連携事業
（し尿・ごみ処理場の運営、不法投棄対策など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	A-2.鉄道に関する連携事業
（鉄道整備、利用促進など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	D-4.その他に関する連携事業
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	A-3.河川に関する連携事業
（河川整備、改修での連携など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	Ｅ．防災・防犯分野
	E-1.消防に関する連携事業
（通信指令、合同訓練、大規模火災時の消防隊連携など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	A-4.都市開発に関する連携事業
（広域的な臨海部の開発や都市開発など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	E-2.防災に関する連携事業
（水害・地震対策訓練の実施、災害・防災情報の共有、復興支援など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	A-5.交通に関する連携事業
（交通弱者対策や新交通システム導入など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	E-3.防犯に関する連携事業
（防犯情報の共有、防犯組織の連携など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	A-6.中山間地（集落）の維持に関する連携事業
（公営住宅整備や空き家対策の連携など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	E-4.その他に関する連携事業
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	A-7.その他に関する連携事業
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	Ｆ．産業・経済分野
	F-1.農林漁業に関する連携事業
（鳥獣害対策、農林漁業の支援・活性化など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	Ｂ．医療・福祉分野
	B-1.医療に関する連携事業
（救急・休日医療体制、保健所の連携など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	F-2.製造業に関する連携事業
（企業誘致、セミナー、産学連携、起業など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	B-2.福祉に関する連携事業
（福祉施設の相互利用、保育所の広域入所、火葬場の運営など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	F-3.商業に関する連携事業
(大規模商業施設に関する調整、市場統合、イベントの開催など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	B-3.その他に関する連携事業
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	F-4.観光に関する連携事業
（広域観光マップ作成や観光ルート開発、イベントの開催など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	Ｃ．通信・情報分野
	C-1.通信施設、通信システムに関する連携事業
（CATVやクラウドシステムの整備など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	F-5.その他に関する連携事業
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	C-2.データベースに関する連携事業
（GISや統計情報のデータベース整備など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	Ｇ．教育・文化分野
	G-1.教育に関する連携事業
（越境入学、学校間交流、図書館の相互利用など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	C-3.情報発信に関する連携事業
（HP、メール、広報誌による地域情報の発信など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	G-2.歴史・文化に関する連携事業
（史跡の保存や世界遺産登録、歴史文化の研究など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	C-4.情報交流拠点に関する連携事業
（道の駅の連携や交流拠点施設の相互利用など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	G-3.芸術・科学に関する連携事業
（音楽祭や美術展の開催など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	C-5.その他に関する連携事業
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	G-4.スポーツに関する連携事業
（スポーツ大会やレクリエーションの実施など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	Ｄ．環境分野
	D-1.自然環境に関する連携事業
（海岸や河川の管理、バイオマス資源の有効利用など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	
	G-5.その他に関する連携事業
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④

	
	D-2.都市環境に関する連携事業
（上下水道施設、水質汚濁対策での連携など）
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④
	Ｈ．その他の分野
	①　　　　　②　　　　　③　　　　　④




	調査項目②　県境を越えた自治体間での個別連携事業に関する質問



問．調査項目①で「①現在、何らかの事業に取り組んでいる」、「②過去、取り組んでいたが、現在は取り組んでいない」を選択された場合は、貴自治体が現在まで（令和8年10月時点）に取り組んだ「県境を越えた連携事業」の内容についてa～hの問いにお答えください。
	a. 連携事業
分類
（A-1～H）
	b. 事業名称
	c. 事業概要と事業期間
	d. 事業対象となった場所や
市町村名等
	e. 連携して事業に取り組んだ理由と
事業発案者（人物や組織、団体名等）
	f. 連携組織の名称と構成
団体（国、県、市町村、
民間団体、大学、地域シ
ンクタンク、NPO、住民
団体等）のすべての名称
	g. 連携して事業に取り組んだこ
とによる効果や今後の課題
	h. 今後、県境を越えた連携事業を
計画、実施していく上で国、県、
民間企業、大学、地域シンクタ
ンク、住民団体、NPO等に求め
る事項

	


F－4
	○○街道観光促進事業
	概要：
○○街道を地域住民自ら学び地域に残る財産として再認識するとともに、○○街道に関する調査・研究活動や○○街道沿いの史跡を探訪するツアーを実施。

事業期間：
開始年度（　 2010　　）年度
終了・終了見込み
	（　 2020　　）年度
	A県a市、c町とB県b市、d市、e町に跨る○○街道及び○○街道沿いの史跡。
	理由：
○○街道という共通の観光資源を有していたことに加えて、歴史・文化的にも共通した地域であったため。


事業発案者（人物や組織、団体名等）：
a市市長・・・氏
b市市長・・・氏
商工会議所会頭・・・氏

	連携組織名：

○○街道連絡会議

構成団体名：
A県、a市、c町
B県、b市、d市、e町
商工会議所
地域シンクタンク
	効果：
地域に一体感が生まれると同時に情報発信力の強化につながった。結果として地域一帯の観光客の増加に繋がった。

今後の課題：
複数関係者による意見調整が困難であったことや事務手続き等の作業負担の軽減が課題である。
	
国や県による財政支援や人的支援、規制緩和等を含めた制度改正等


	－
	
	概要：






事業期間：
開始年度（　　　　　）年度
終了・終了見込み
	（　　　　　）年度
	
	理由：





事業発案者（人物や組織、団体名等）：




	連携組織名：



構成団体名：

	効果：





今後の課題：

	

	－
	
	概要：






事業期間：
開始年度（　　　　　）年度
終了・終了見込み
	（　　　　　）年度
	
	理由：





事業発案者（人物や組織、団体名等）：




	連携組織名：



構成団体名：

	効果：





今後の課題：

	


 (
調査票の記入欄が不足した場合は、
別紙の予備
調査票に
ご記入ください。
)
	調査項目③　県境を越えた自治体間連携の今後の必要性に関する質問


問．調査項目①で「③現在まで取り組んでいないが、必要性を感じている」を選択された場合は、貴自治体が現時点で（令和8年10月時点）必要性を感じている「県境を越えた連携事業」についてa～gの問いにお答えください。
	a. 連携事業
分類
（A-1～H）
	b. 必要性を感じている事業の概要と
緊急度、想定する事業予定期間
	c. 事業対象となる場所や
市町村名等
	d. 連携して事業に取り組もうと考え
ている理由と事業発案している人
物や組織、団体名等
	e. 連携を期待する組織や団体
（国、県、市町村、民間団体、
大学、地域シンクタンク、NPO、
住民団体等）のすべての名称
	f. 連携して事業に取り組むことで想定さ
れる効果
	g. 県境を越えた連携事業を計画、実施し
ていく上で国、県、民間企業、大学、
地域シンクタンク、住民団体、NPO等に
求める事項や期待する事項

	


F－1
	概要：
野生鳥獣による農作物の被害防止対策の強化や被害対策に向けた研究会の開催。



事業実施の緊急度：
1．緊急　2．緊急ではない
3．どちらともいえない

事業予定期間：約（　　2　　）年間
	A県a市とB県b町の県境。○○地域一帯。
	理由：
野生鳥獣の行動は行政界に縛られないため県境を跨いだ広域で鳥獣による農作物被害が出ている。各自治体で対策を講じてきたが被害は収まらず、県境地域の自治体が一体となって対策に取り組む必要性を感じている。
事業発案者（人物や組織、団体名等）：
a市、b町
ＪＡ○○代表・・・氏
○○○大学・・・氏
鳥獣害○○研究会代表・・・氏
	組織や団体名：
A県、a市、B県、b町
JA○○
○○○大学
鳥獣害○○研究会
NPO○○○○○○
	
自治体が県境を跨いで連携することで、被害状況や対策、捕獲した有害鳥獣の活用などの情報を共有できるため、より効果的な施策の実施が期待できる。


民間企業や研究機関、研究会と連携することで、効果的な鳥獣害対策の選択または新たな対策手法の提案等が期待できる。
	
民間企業がこれまでに実施した鳥獣害対策の先行事例の紹介や研究機関による野生鳥獣の生態・行動に関する研究にもとづいた対策の提案及び対策後の効果検証など

猟友会と連携した有害鳥獣一斉捕獲の社会実験の実施など

県境を越えた広域にわたる鳥獣害対策（柵の設置など）への補助など

	－
	概要：





事業実施の緊急度：
1．緊急　2．緊急ではない
3．どちらともいえない

事業予定期間：約（　　　　　）年間
	
	理由：





事業発案者（人物や組織、団体名等）：


	組織や団体名：

	
	

	－
	概要：





事業実施の緊急度：
1．緊急　2．緊急ではない
3．どちらともいえない

事業予定期間：約（　　　　　）年間
	
	理由：





事業発案者（人物や組織、団体名等）：


	組織や団体名：

	
	


 (
調査票の記入欄が不足した場合は、
別紙
の
予備調査票にご記入ください。
)
	調査項目④　県境を越えた自治体間の連携（会議、交流活動等）に関する質問


問1．県境を越えた自治体間の連携を目的として行政、経済、住民などの複数の地域づくり関係者（下段の①～⑬）が一堂に集まる会議はありますか。問1-1で「①ある」をお選びの場合は、問1-2～問1-5にお答え下さい。
	問1-1．　関係者が一堂に集まる会議はありますか。
	　　　　①　ある　（問1-2へお進み下さい）　　　　　　　　　　　②　ない（問2へお進み下さい）

	問1-2．会議の名称等があればご記入下さい。
	問1-3．参加者すべてを「関係者一覧」よりお選びいただき、番号に○をつけて下さい。
	問1-4．その会議は定例化されていますか。
	問1-5．会議の目的は何ですか。①～④の選択肢の中から当てはまるもの全てに○をつけて下さい。

	
	① ・ ② ・ ③ ・ ④ ・ ⑤ ・ ⑥ ・ ⑦　
⑧ ・ ⑨ ・ ⑩ ・ ⑪ ・ ⑫ ・ ⑬(　　　　)
	①　定例化されている（頻度：年　　　回程度/月　　　回程度）
②　定例化されていない
	①　交流・意見交換　　　②　連携事業の調整
③　上位機関への陳情　　④　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	① ・ ② ・ ③ ・ ④ ・ ⑤ ・ ⑥ ・ ⑦　
⑧ ・ ⑨ ・ ⑩ ・ ⑪ ・ ⑫ ・ ⑬(　　　　)
	①　定例化されている（頻度：年　　　回程度/月　　　回程度）
②　定例化されていない
	①　交流・意見交換　　　②　連携事業の調整
③　上位機関への陳情　　④　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	関係者一覧：	①国の関係機関の代表者　　②都道府県の知事　　　③都道府県の出先機関の代表者　　④市町村・特別区の長　　⑤経済団体の長　　⑥民間企業の代表者　　⑦住民団体の代表者　　⑧大学の代表者　　⑨市町村議員
		⑩都道府県議員　　      　⑪国会議員　　      　⑫自治体の担当者　　          　⑬その他



問2．貴自治体では、県境地域連携を進めるために、どのような関係者が会議へ参加することが望ましいと思いますか。①～⑬の選択肢の中から当てはまるものすべてに○をお付け下さい。
	①　国の関係機関の代表者　　	②　都道府県の知事　　　③　都道府県の出先機関の代表者　　　④　市町村・特別区の長　　　　⑤　経済団体の長　　　　⑥　民間企業の代表者　　　　⑦　住民団体の代表者
⑧  大学の代表者　　　		⑨　市町村議員　　　　　⑩　都道府県議員　　　　	    ⑪　国会議員　　　		  ⑫　自治体の担当者　　　⑬　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



問3．貴自治体の首長が、県境を越えた連携を目的として他の自治体の首長と集まる機会・活動（会議、人事交流など）はありますか。問3-1で「①ある」をお選びの場合は、問3-2～問3-5にお答え下さい。
	問3-1．自治体の首長が県境を越えた連携を目的として集まる機会（会議、交流会など）はありますか。
	　　　①　ある　　（問3-2へお進み下さい）　　　　　　　　②　ない（問4へお進み下さい）

	問3-2．会議や交流活動の内容をご記入ください。また、名称等があればご記入下さい。
	問3-3．連携相手（自治体名）をご記入下さい。
	問3-4．その会議や交流活動は定例化されていますか。
	問3-5．その活動の目的は何ですか。①～④の選択肢の中から当てはまるもの全てに○をつけて下さい。

	
	
	①　定例化されている（頻度：年　　　回程度/月　　　回程度）
②　定例化されていない
	①　交流・意見交換　　　②　連携事業の調整・合意
③　上位機関への陳情　　④　その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	
	①　定例化されている（頻度：年　　　回程度/月　　　回程度）
②　定例化されていない
	①　交流・意見交換　　　②　連携事業の調整・合意
③　上位機関への陳情　　④　その他（　　　　　　　　　　　　）



問4．貴自治体の職員が、県境を越えた連携を目的として他の自治体の職員と集まる機会・活動（会議、人事交流など）はありますか。問4-1で「①ある」をお選びの場合は、問4-2～問4-5にお答え下さい。
	問4-1．自治体の職員が県境を越えた連携を目的として集まる機会（会議、交流会など）はありますか。
	　　　①　ある　　（問4-2へお進み下さい）　　　　　　　　②　ない（問5へお進み下さい）

	問4-2．会議や交流活動の内容をご記入ください。また、名称等があればご記入下さい。
	問4-3．連携相手（自治体名、部局名等）をご記入下さい。
	問4-4．その会議や交流活動は定例化されていますか。
	問4-5．その活動の目的は何ですか。①～④の選択肢の中から当てはまるもの全てに○をつけて下さい。

	
	
	①　定例化されている（頻度：年　　　回程度/月　　　回程度）
②　定例化されていない
	①　交流・意見交換　　　②　連携事業の調整・合意
③　上位機関への陳情　　④　その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	
	①　定例化されている（頻度：年　　　回程度/月　　　回程度）
②　定例化されていない
	①　交流・意見交換　　　②　連携事業の調整・合意
③　上位機関への陳情　　④　その他（　　　　　　　　　　　　）



問5．貴自治体において県境を越えて活動を行っている経済団体、NPO、住民団体等をご存知でしたらご記入ください。
	団体名
	活動内容
	連絡先

	
	
	代表者氏名：
住所：	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL：　　　		　　FAX：

	
	
	代表者氏名：
住所：	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL：　　　		　　FAX：



 (
調査票の記入欄が不足した場合は、別紙の予備調査票にご記入ください。
)

	調査項目⑤　県境地域の調査・研究に関する質問



問1．貴自治体では、これまでに越境地域政策に関連する研究を地元研究機関（大学、高専、地域シンクタンクなど）と連携して取り組んだことがありますか。
	①　現在、何らかの研究に取り組んでいる 		　	②　過去、取り組んでいたが、現在は取り組んでいない
③　現在まで取り組んでいないが、必要性を感じている　		④　取り組んでおらず、その必要性を感じない



問2．貴自治体では、今後、県境を越える県境地域の政策に関して地元研究機関（大学、高専、地域シンクタンクなど）と連携して取り組みたいとお考えですか。
	①　すでに取り組んでいる	　　　　②　今後、取り組みたい　	③　取り組む予定はない（問4へお進みください）



問3．問2で「①すでに取り組んでいる」「②今後、取り組みたい」をお選びの場合、越境地域政策に関して地元研究機関（大学、高専、地域シンクタンクなど）と連携して取り組む内容について下記の項目で関心があるものすべてに○をお付けください。また、具体的に越境地域政策に関して地元研究機関と連携して取り組んでいる内容及び取り組みたい内容がある場合は、下段の分野一覧より分野（A～H）をご選択の上、その内容についてご記入ください。
	①　県境地域の統計データやＧＩＳ等のデータ整備　		②　越境地域政策に通じた専門家のアドバイス
③　越境地域政策に関する具体的テーマを定めた共同研究　　	④　県境を越えた諸団体との連携拠点、組織づくり
⑤　越境地域政策に通じた人材（職員等）の育成		⑥　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	分野
	取り組んでいる内容及び取り組みたい内容
	研究機関名
	研究者(室)名

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	分野一覧：A.地域基盤整備　 B.医療・福祉　 C.通信・情報　 D.環境　 E.防災・防犯　 F.産業・経済　 G.教育・文化　 H.その他



問4．愛知大学三遠南信地域連携研究センターは、全国の県境地域を対象として、下記の活動を実施していく予定です。貴自治体が越境地域の政策に取り組む上で関心があるものすべてに○をお付けください。
	①　研究成果にもとづいた関連省庁への越境地域政策の提言
②　全国の県境を越えた連携事業や活動の実態把握
③　自治体の政策担当者が越境地域政策に関する情報交換をする場の提供（全国越境地域政策シンポジウムの開催等）
④　各県境地域での産官学連携による越境地域政策に関する研究会の開催援助（「地域間交流研究」事業等）
⑤　研究論文集（紀要）やブックレットの発行による越境地域政策に関する情報提供
⑥　越境地域政策に関する研究機関の仲介
⑦　越境地域政策に通じた人材の育成（行政職員、研究者の受け入れ等）
⑧　全国の県境地域の情報データベース（GIS）の整備
⑨　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問5．愛知大学三遠南信地域連携研究センターでは、越境地域政策研究フォーラムを毎年開催しており、今後、県境を越えた医療、防災、中山間地対策、広域都市圏の創生などの課題を積極的に取り上げていきたいと思います。この様な、シンポジウムへのご参加、ご登壇に関心はありますか。
	シンポジウム等への参加に　　①　関心はある		②　関心はない		　　③　どちらともいえない
シンポジウム等への登壇に　　①　関心はある		②　関心はない		　　③　どちらともいえない



（1） 
（2） 
（3） 
問6．今後の越境地域政策、越境地域づくりについてお考えの点ならびに三遠南信地域連携研究センターに対するご意見やご要望などありましたらご自由にご記入ください。
	



ご回答者様の連絡先をご記入下さい。
	お名前
	

	ご所属
	

	ご連絡先住所
	(〒　　　　－　　　　　)



	電話番号　&　FAX
	TEL：　　　　　　　　　　　　　　FAX：

	E-mail
	



【個人情報の取り扱いについて】
ご記入いただいた個人情報や組織情報は、本アンケート調査の集計結果等の送付およびアンケートのご回答に対する当方からの個別のお問い合わせ以外の目的で使用することはございません。

アンケートは以上で終了です。
お忙しい中、アンケートにご協力いただきましてありがとうございました。
本アンケート調査の集計結果がまとまり次第、報告書をお送りさせていただきます。
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